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令和４年度上期の事業概況

業績の概要 （単位：百万円、人、％）
令和2年9月期 令和3年9月期

対前年同期比
預金積金平均残高 127,531 140,055 143,269 3,214
貸出金平均残高 85,796 92,983 95,937 2,953
有価証券平均残高 27,172 23,925 21,483 △ 2,441
組合員数（人） 24,367 24,282 24,198 △ 84
普通出資金残高 1,828 1,823 1,840 16

資金利益 818 830 848 18
役務取引等利益 △ 33 △ 25 △ 32 △ 7
その他業務利益（債券５勘定尻を除く） 1 2 2 0

コア業務粗利益 787 807 818 11
△経費 698 678 644 △ 34

コア業務純益 89 129 174 45
債券関係損益（債券５勘定尻） △ 13 0 △ 1 △ 1
△一般貸倒引当金繰入額 - - - -

業務純益 76 129 173 43
86 34 27 △ 6
- - - -

経常利益 161 162 200 38
うち特別利益 - - 0 0
△うち特別損失 0 18 0 △ 18
△うち法人税、住民税及び事業税 3 3 3 0

当期純利益 158 140 197 56
単体自己資本比率（％） 12.08 12.17 12.42 0.25
（注）1.「コア」とは、債券関係損益及び一般貸倒引当金繰入額を除いた損益です。

  　  2．自己資本比率について、平成25年3月8日改正の平成18年3月金融庁告示第22号に基づき算出しています。

　　　3．令和３年度から会計基準の改正により税抜会計を適用しているため、課税科目については税抜表示をしています。

　　　　 令和３年９月期以前は税込表示で、令和４年９月期は税抜表示としています。

【コア業務純益】

コア業務粗利益

　８１８百万円

経費

　６４４百万円

コア業務純益

　１７４百万円

【不良債権への対応】
償却債権取立益

　　　７百万円

貸倒引当金戻入益

　　２０百万円

【その他】

　△１百万円

　令和４年度は第３次経営強化計画の最終年度としてその計画達成に向け、お取引先様に寄り添いながら引き続き地域の皆
様への安定的な金融仲介機能の提供と収益性改善に向け取り組んでまいりました。そのような中、貸出金および預金とも引き
続き増加しました。この結果、市場金利の低迷等により余資運用収益は減収となったものの、貸出金利息収入が引き続き増
収となったことにより、資金利益は前年対比増加させることができました。また、ビジネスマッチングの取り組み等による手数料
収入の増収とともに経費の削減に取り組んだこと等により、コア業務純益は前年対比４５百万円増加の１７４百万円となりまし
た。併せてお取引先様の事業改善等に積極的に取り組んだこと等により当期純利益は前期比５６百万円増加の１９７百万円と
なりました。これからもお取引先の皆様への感謝の気持ちを常に持ち、より一層信頼される地域金融機関となるべく、役職員
以下全員で取り組んでまいります。

令和4年9月期

余資運用収益は減収となったものの、貸出金の大幅な増加による貸出金利息の増
加やビジネスマッチングの取組み等による手数料収入の増加により、コア業務粗
利益は前年同期比11百万円増加の818百万円となりました。

経営の効率化・合理化を進め、引き続き経費の抑制に取組んだこと等により、経
費は前年同期比34百万円減少の644百万円となりました。

△うち貸出金償却、個別貸倒引当金繰入額

うち貸倒引当金戻入益、償却債権取立益

貸倒引当金は20百万円の戻入となりました。

以上の結果、当期純利益は前年同期比５６百万円増加し、１９７百万円となりました。

既に会計処理済の不良貸出金についてもその回収に努め、償却債権取立益7百万円
を確保しました。

上記の結果、金融機関の実質的な収益力の指標となる「コア業務純益」は、前年
同期比45百万円増加し174百万円となりました。

有価証券の一部売却により1百万円の売却損が発生しました。
その他の臨時収益･費用、特別損益など
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経営の内容

１．貸借対照表

（単位：百万円）
科目（資産の部） 令和3年9月末 令和4年3月末 令和4年9月末

現金 1,278 1,537 1,589
預け金 53,335 43,953 47,422
金銭の信託 - - -
有価証券 22,954 21,877 20,639
貸出金 94,667 96,271 97,203
外国為替 - - -
その他資産 881 878 858
有形固定資産 1,575 1,604 1,561
無形固定資産 2 2 2
繰延税金資産 - - -
債務保証見返 167 160 123
貸倒引当金 △ 1,634 △ 1,650 △ 1,629

（うち個別貸倒引当金） △ 1,484 △ 1,468 △ 1,447
　　資　　産　　計 173,229 164,635 167,771

科目（負債及び純資産の部） 令和3年9月末 令和4年3月末 令和4年9月末

預金積金 141,303 138,521 145,972
借用金 21,300 15,500 11,200
その他負債 178 206 188
賞与引当金 34 33 33
退職給付引当金 - - -
その他の引当金 71 59 59
繰延税金負債 31 10 0
債務保証 167 160 123
　　負　　債　　計 163,085 154,491 157,578
組合員勘定 10,064 10,119 10,215

出資金 8,098 8,095 8,115
普通出資金 1,823 1,820 1,840
優先出資金 6,275 6,275 6,275

資本剰余金 591 591 591
資本準備金 591 591 591

利益剰余金 1,374 1,433 1,508
　　利益準備金 207 207 232

その他利益剰余金 1,167 1,226 1,276
　　　特別積立金 90 90 100
　    　当期未処分剰余金（又は当期未処理損失金） 1,077 1,136 1,176

評価・換算差額等合計 79 24 △ 23
その他有価証券評価差額金 79 24 △ 23

　 純 資 産 計 10,144 10,144 10,192
　　負債及び純資産計 173,229 164,635 167,771

「貸借対照表」
　決算期末時点における組合の財務内容を表したものです。「負債」と「純資産」は資金がどのように調達されているかを示し、「資

　産」はその集まった資金がどのように運用されているかを示しています。資産と負債・純資産が均衡（資産＝負債＋純資産）して

  いることから、バランスシートとも呼ばれます。

「資産」
　所有している財貨や有形固定資産を表しています。皆様からお預かりした大切な預金は、貸出金や預け金、有価証券として運

　用しています。

「負債」
　金融機関が期限がきたら返さなければならない借金を表しています。最も大きいものが、お客様からお預かりしている大切な預

　金です。預金はお客様にとっては資産ですが、金融機関にとっては負債となるのです。

「純資産」
　組合員の皆様からの出資金や利益剰余金などからなり、金融機関経営の根幹となる「自己資本」といわれる部分です。

（注）１．このディスクロージャー誌における、記載金額などの表示は次に基づいています。
　　　　　（１）各表の金額単位未満の端数は、切捨てて表示しています。
　　　　　（２）比率は、特に注記がない限り小数点第３位以下を切捨てて、小数点以下第２位までを表示しています。
　　　２．当組合では「中間決算」を行っておりませんので、本表記載の９月末の財務諸表ならびに諸計数は、「仮決算」
　　　　　に基づいて記載しております。したがって、償却・引当等は、３月末の本決算時に、改めて算出いたします。
　　　３．令和３年度から会計基準の改正により税抜会計を適用しているため、課税科目については税抜表示をしています。
　　　　　令和３年９月末は税込表示で、令和４年３月末・令和４年９月末は税抜表示としています。

　貸出金残高は、令和3年9月末比25億35百万円増加し、972億3百万円となりました。預金残高は、令和3年9
月末比46億69百万円増加し、1,459億72百万円となりました。
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２．損益計算書

（単位：百万円）
令和3年度上期 令和4年度上期
（R3.4～R3.9） （R4.4～R4.9）

経常収益 947 959
資金運用収益 840 860

貸出金利息 725 745
預け金利息 37 35
有価証券利息配当金 56 51
その他の受入利息 21 28

役務取引等収益 69 68
その他業務収益 3 3
その他経常収益 34 27

経常費用 785 759
資金調達費用 10 11
（うち金銭の信託運用見合費用） - -

預金利息 12 13
給付補てん備金繰入額 1 1
借用金利息 △ 3 △ 3
その他の支払利息 - -

役務取引等費用 95 101
その他業務費用 0 1
経費 678 644
その他経常費用 1 0

経常利益（又は経常損失） 162 200
特別利益 - 0
特別損失 18 0
税引前当期純利益（又は税引前当期純損失） 143 200
法人税、住民税及び事業税 3 3
法人税等調整額 △ 0 △ 0
当期純利益（又は当期純損失） 140 197

３．業務純益 （単位：百万円）
令和3年度上期 令和4年度上期
（R3.4～R3.9） （R4.4～R4.9）

業務純益 129 173
実質業務純益 129 173
コア業務純益 129 174
コア業務純益（除く投資信託解約損益） 129 174
(注)１．　「業務純益」は、株式等の売却損益、貸出金償却および個別貸倒引当金繰入額等を除いた損益で、

　　　　　金融機関本来業務の成果を示す利益指標です。

　　　　　業務純益＝業務収益－（業務費用－金銭の信託運用見合費用）

　　　　　　　　　　　＝業務粗利益－一般貸倒引当金繰入額－経費（人件費･物件費･税金）

　　 ２．　「実質業務純益」は、業務純益から一般貸倒引当金繰入額を除いた損益です。

　　　　　実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額

　　 ３．　「コア業務純益」は、業務純益から、一般貸倒引当金の増減及び国債等債券に関する損益（債券５勘定尻）

　　　　　を除いた、金融機関本来業務での実質的な収益力を示す指標です。

　　　　　コア業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券に関する損益

　　 ４． 当組合9月期仮決算は、減損会計を適用していません。

　 　５． 令和３年度から会計基準の改正により税抜会計を適用しているため、課税科目については税抜表示をしています。

　 　　 　令和３年度上期は税込表示で、令和４年度上期は税抜表示としています。

　資金運用収益は令和3年度上期比で19百万円増加の8億60百万円となったほか、経費は同比で34百万円
減少の6億44百万円となり、コア業務純益は同比45百万円増加し1億74百万円となりました。当期純利益は令
和3年度上期比56百万円増加し、1億97百万円を計上することができました。
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４．協金法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況

　

（金額単位：百万円）

残高 担保・保証額 貸倒引当金 保全率 引当率

（A） （B） （C） （B+C）／（A） （C）／（A-B）

令和3年9月末 335 266 68 100.00% 100.00%

令和4年9月末 299 211 88 100.00% 100.00%

令和3年9月末 5,074 3,129 1,273 86.75% 65.45%

令和4年9月末 4,692 2,728 1,286 85.57% 65.51%

令和3年9月末 16 10 0 64.98% 1.76%

令和4年9月末 132 77 1 59.18% 2.17%

令和3年9月末 1 1 0 100.00% 0.00%

令和4年9月末 - - - 0.00% 0.00%

令和3年9月末 15 8 0 60.41% 1.56%

令和4年9月末 132 77 1 59.18% 2.17%

令和3年9月末 5,427 3,407 1,342 87.51% 66.44%

令和4年9月末 5,123 3,016 1,375 85.73% 65.30%

令和3年9月末 91,043

令和4年9月末 92,212

令和3年9月末 96,471

令和4年9月末 97,336

（注）

１．

２．

３．

①

②

４．

５．

６．

７．

危険債権

「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権（１、２及び３に掲げるものを除く。）です。

　不良債権残高は令和3年9月末比3億3百万円減少しました。また、担保・保証、引当金によってカバーしている割合である保全率
は、85％と十分に高く、健全性の維持に努めています。収益確保のため、信用リスク管理の徹底に努め、信用コストの発生を抑制し
ていきます。

「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息
の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、
外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場
合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）です。

「引当額（貸倒引当金）」には、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権額」及び「危険債権額」に対して個別に引当計上した額、並びに一般貸倒引当金の額の
うち、「三月以上延滞債権額」、「貸出条件緩和債権額」及び「正常債権額」に対して引当てた額を記載しています。

小計

正常債権

合計

区　分

破産更生債権及び

これらに準ずる債権

「担保・保証額」とは、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。

要管理債権

三月以上延滞債権

貸出条件緩和債権

「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する
債権及びこれらに準ずる債権です。

「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができ
ない可能性の高い債権（１に掲げるものを除く。）です。

「要管理債権」とは、「三月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出債権です。

「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から三月以上延滞している貸出金（上記１及び２に掲げるものを除く。）です。

「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有
利となる取決めを行った貸出金（上記１、２及び３①に掲げるものを除く。）です。
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５．有価証券等の時価情報
　当組合では日本公認会計士協会金融商品会計に関する実務指針等に則った適切な会計処理を行っております。

（１）有価証券等の時価情報
令和３年９月末 令和４年３月末 令和４年９月末

簿価 時価 評価損益 簿価 時価 評価損益 簿価 時価 評価損益

（２）有価証券の時価情報（種類別）
令和３年９月末 令和４年３月末 令和４年９月末

（３）有価証券の時価情報（保有目的別）
令和３年９月末 令和４年３月末 令和４年９月末

（注）本表における簿価は、評価損益反映前の数値です。「その他有価証券」の評価損益を反映した額が貸借対照表の有価証券残高と

　　  一致します。

６．貸出金業種別内訳
（ ）内は構成比　  （単位：百万円）

製造業 ( ) ( )

農業、林業 ( ) ( )

漁業 ( ) ( )

鉱業、採石業、砂利採取業 ( ) ( )

建設業 ( ) ( )

電気・ガス・熱供給・水道業 ( ) ( )

情報通信業 ( ) ( )

運輸業、郵便業 ( ) ( )

卸売業、小売業 ( ) ( )

金融業、保険業 ( ) ( )

不動産業 ( ) ( )

物品賃貸業 ( ) ( )

学術研究、専門・技術サービス業 ( ) ( )

宿泊業 ( ) ( )

飲食業 ( ) ( )

生活関連サービス業、娯楽業 ( ) ( )

教育、学習支援業 ( ) ( )

医療、福祉 ( ) ( )

その他のサービス ( ) ( )

その他の産業 ( ) ( )

小　　　計 ( ) ( )
地方公共団体 ( ) ( )
雇用・能力開発機構等 ( ) ( )
個人（住宅・消費・納税資金等） ( ) ( )
合　　　計 ( ) ( )

（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しています。
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-
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- -
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-
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-
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△ 4

-

評価損益 簿価 時価
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簿価 時価

20,119
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20,151

35

-

評価損益

21,120

24

1,699

106

11

1,699

簿価 時価 評価損益

35

1,703

22,966 121

4

24

1,699

21,843 △ 1821,885

32

11

△ 1

41

18,937

20,662

1,697

時価 評価損益 簿価 時価 評価損益

18,913

35

1,695

20,644

24

簿価 時価 評価損益

1,600

21,244

22,844

1,612

21,354

22,966

11

20,662

109

121

1,200

20,643

21,843

1,208

20,677

21,885

19,439

20,644

5

△ 23

△ 18

7

33

41

1,200

19,462

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

1,205

有価証券

金銭の信託

債券

株式

0.85%

11.44%

1.86%

その他

合　　　計

満期保有目的

その他有価証券

合　　　計

簿価

0.41%

0.08%

3.77%

6.12%

5.58%

17.95%

0.93%

4.86%

0.19%

71.01%

1.40%

0.69%

1.24%

1.84%

0.06%

22.98%

100.00%

4,034　 

71　 

令和３年９月末 令和４年９月末

10.97%11.42%

0.23%

-

6.00%

-

0.24%

-

1.07%

11.32%

0.37%

0.07%

4.15%

5.88%

5.44%

19.08%

0.86%

0.65%

1.19%

1.66%

5.37%

-

24.20%

100.00%

1.80%

0.05%

0.88%

4.41%

0.25%

70.42%

10,819　 

220　 

-   

810　 

10,836　 

390　 

82　 

3,571　 

5,801　 

16,995　 

5,288　 

1,761　 

1,746　 

1,179　 

658　 

1,327　 

188　 

4,602　 

889　 

57　 

94,667　 

21,756　 

-　 

5,685　 

67,226　 

364　 

11,010　 

1,046　 

-   

237　 

10,668　 

1,160　 

-　 

97,203　 

23,524　 

5,223　 

68,454　 

249　 

631　 

837　 

18,551　 

5,294　 

5,716　 

4,288　 

863　 

50　 

1,758　 

1,617　 
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７．自己資本比率の状況等

自己資本の構成に関する事項

コア資本に係る基礎項目 （１）
10,064 9,998 10,215

うち、出資金及び資本剰余金の額 8,690 8,686 8,707
うち、利益剰余金の額 1,374 1,433 1,508
うち、外部流出予定額（△） - 121 -
うち、上記以外に該当するものの額 - - -

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 149 181 182
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 149 181 182
うち、適格引当金コア資本算入額 - - -

- - -

- - -

- - -

コア資本に係る基礎項目の額 （イ） 10,214 10,179 10,398
コア資本に係る調整項目 （２）

2 1 1
うち、のれんに係るものの額 - - -
うち、のれん及びﾓｰｹﾞｰｼﾞ･ｻｰﾋﾞｼﾝｸﾞ･ﾗｲﾂに係るもの以外の額 2 1 1

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 - - -
適格引当金不足額 - - -
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 - - -

- - -
前払年金費用の額 - - -
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 - - -
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 - - -
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 - - -
信用協同組合連合会の対象普通出資等の額 - - -
特定項目に係る十パーセント基準超過額 - - -

- - -
- - -
- - -

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 - - -
- - -
- - -
- - -

コア資本に係る調整項目の額　 （ロ） 2 1 1
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ）） 　（ハ） 10,212 10,177 10,396
リスク・アセット等 （３）
信用リスク・アセットの額の合計額 80,862 79,647 80,696

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 - - -
うち、無形固定資産（のれん及びﾓｰｹﾞｰｼﾞ･ｻｰﾋﾞｼﾝｸﾞ･ﾗｲﾂに係るものを除く。） - - -
うち、繰延税金資産 - - -
うち、前払年金費用 - - -
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー - - -
うち、上記以外に該当するものの額 - - -

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 2,982 3,005 3,005
信用リスク・アセット調整額 - - -
オペレーショナル・リスク相当額調整額 - - -
リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） 83,844 82,653 83,701
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 12.17% 12.31% 12.42%

  自己資本比率は、リスク・アセット（総資産にリスク・ウェイトを乗じたもの）等に対して、出資金などの自己資本がどれだけあるかを表し、金融
機関の健全性・安全性を示す重要な指標です。当組合の自己資本比率は、国内基準を上回っており所要の自己資本額を確保しています。

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第6条第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に
　　信用協同組合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための
　　18年金融庁告示第22号）」に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合は国内基準を採用しております。

うち、ﾓｰｹﾞｰｼﾞ･ｻｰﾋﾞｼﾝｸﾞ･ﾗｲﾂに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

うち、ﾓｰｹﾞｰｼﾞ･ｻｰﾋﾞｼﾝｸﾞ･ﾗｲﾂに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

令和３年９月期 令和４年３月期 令和４年９月期

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

項　　目

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段
の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相当
する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

無形固定資産（ﾓｰｹﾞｰｼﾞ･ｻｰﾋﾞｼﾝｸﾞ･ﾗｲﾂに係るものを除く。）の額の合計額
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８．店舗とATMのご案内 令和4年11月末現在
店舗
コード 平　日 土曜日 日・祝日

〒528－0021
滋賀県甲賀市水口町八光２番４５号
℡ 0748－62－0751
〒520－3322
滋賀県甲賀市甲南町深川２０２８番地
℡ 0748－86－2244
〒520－3433
滋賀県甲賀市甲賀町大原市場５６番地４
℡ 0748－88－2262
〒529－1851
滋賀県甲賀市信楽町長野４６６番地１
℡ 0748－82－0851
〒528－0211
滋賀県甲賀市土山町北土山１６５４番地
℡ 0748－66－0268
〒520－0047
滋賀県大津市浜大津２丁目１番３５号
℡ 077－524－3821
〒525－0025
滋賀県草津市西渋川１丁目１７番１８号
℡ 077－562－0485
〒520－3047
滋賀県栗東市手原３丁目１１番１号
℡ 077－553－0700
〒520－3234
滋賀県湖南市中央５丁目１６６番地
℡ 0748－69－6056
〒523－0893
滋賀県近江八幡市桜宮町２８９番地フジビル１階
℡ 0748－33－3100
〒520－1214
滋賀県高島市安曇川町末広１丁目２２番地１
℡ 0740－32－0220

※甲南支店、甲賀支店、信楽支店、土山支店、大津支店、栗東支店、八幡支店、安曇川支店は、
  11:30～12:30の間、昼休業を導入しております。

平　日 土曜日 日・祝日

滋賀県甲賀市水口町本綾野５６６番地１ 10:00～21:00 10:00～21:00 10:00～21:00

滋賀県甲賀市水口町水口６０８４番地１ 09:00～21:00 09:00～21:00 09:00～21:00

滋賀県湖南市石部中央６丁目１番３１号 09:30～21:00 09:30～21:00 09:30～21:00

滋賀県湖南市岩根４５８０番地 08:00～22:00 08:00～22:00 08:00～22:00

09:30～21:00

平和堂アルプラザ
水口店

09:30～21:00 09:30～21:00

西友水口店

店外キャッシュコーナー

平和堂石部店

平和堂フレンドマート
甲南店

滋賀県甲賀市甲南町竜法師３３８番地３

－

09:00～21:00

草津支店 08:45～18:00 －

037 安曇川支店 08:45～20:00 09:00～17:00

032

－

013

025 湖南支店 08:45～21:00

－

09:00～21:00

八幡支店 08:45～18:00 －

09:00～19:00

08:45～20:00 09:00～19:00 －

003

007

－

大津支店 08:45～18:00 －

08:45～20:00 09:00～19:00

甲賀支店

08:45～18:00

008

イオンタウン湖南店

栗東支店 08:45～20:00 09:00～19:00

009

店舗名 所在地
ＡＴＭ稼働時間

001 本店営業部

004

－ －甲南支店

－

08:45～20:00 09:00～19:00 －

002

信楽支店 08:45～21:00 09:00～21:00 09:00～21:00

土山支店
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〒528-0021

滋賀県甲賀市水口町八光２番４５号

ＴＥＬ ０７４８－６２－４１００（代）

ホームページ https://www.shigaken.shinkumi.jp


